
6 年度　三次市 予算事業別審査シート

❶

❷

❸

❹

❺

 ■一般被保険者療養給付費　《款2，項1，目1》

 ■一般被保険者療養費　《款2，項1，目2》　

 ■一般被保険者高額療養費　《款2，項2，目1》　

 ■一般被保険者高額介護合算療養費　《款2，項2，目2》

 ■一般被保険者移送費　《款2，項3，目1》

 ■出産育児一時金　《款2，項4，目1》　

 ■葬祭費　《款2，項5，目1》

 ■傷病手当金　《款2，項6，目1》

事業内容
及びその目的
（めざすもの）

一般被保険者に係る療養の給付（医科，歯科，調剤，食事・生活療養費，訪問看護療養費）に要する費用額
から自己負担分を除いた保険者負担分を，国保連合会を通じて医療機関に支払い。（現物給付）

保険証の提出が出来なかったなど，被保険者が一旦自費で療養（柔道整復，治療用装具など）を受け，事後に現
金でその費用を給付。（償還払い）

療養の給付（現物給付）等について支払われた一部負担金等の額が支給基準額を超えた額を，高額療養費として
給付。償還払いのほか，限度額認定証の交付による現物給付も制度化されている。

健康保険と介護保険の自己負担額を合算し，年間の限度額を超えた額を償還払いにより給付。

医師の指示により，緊急やむを得ず重症者の入院，転院等を行った時の被保険者負担金を償還払いにより給付。

被保険者の妊娠４か月を超える出産について，１児につき500,000円（産科医療保障制度未加入分娩機関等で
の出産の場合は488,000円）を給付。被保険者の出産費用準備の負担軽減のため，分娩機関への直接支払も制
度化されている。

被保険者の死亡に際し，葬祭執行者に30,000円を給付。

新型コロナウイルスに感染または感染が疑われる被保険者で，療養のため働くことができず休業期間中の給与が全額ま
たは一部支払われなかった方に，給与収入見込額の一部（2/3）を給付。

令和5年度
（予定）

特定財源内訳

負担金

7,204

財源区分 補助金・負担金・交付金等の名称

国庫支出金
県支出金 保険給付費等交付金普通交付金3,790,451千円，特別調整交付金分1千円

3,797,656 3,790,452

＊三次市予算に関する説明書 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 3,797,656

　　　該当ページ 240 ／頁 ❼その他の節など（上記以外）の合計額 ＊該当なし”0”を挿入 ➡ 0

県支出金 市債 負担金等その他

243 ／頁 ❽（❻＋❼）事業合計額 ➡ 3,797,656

歳入に関する
項目

予算額（千円）
（❽）

特定財源内訳（千円）
一般財源（千円）

国庫支出金

実施計画No,

事業名 節名称 予算額（千円）

国民健康保険
保険給付費

事業
(経費)
内の主
たる費

目

18.負担金，補助及び交付金（①負担金（補助費）） 3,787,851

11.役務費（④手数料） 9,805

2 1〜6 担当部局・課名 市民部　市民課

事業区分 その他事業（管理部門経費等）

　　令和 特別会計 当初 NO, 1

款 項 目



【予算要求内訳】
❶18.負担金，補助及び交付金（①負担金（補助費））　3,787,851千円

※令和5年度年平均（12月までの平均値）

※国・県による令和6年度保険給付費総額を参考に，過去の推移を考慮し積算。
❷11.役務費（④手数料）　9,805千円

・療養給付費審査支払手数料　9,800,000円
・出産育児一時金審査支払手数料　5,000円

めざす成果・評価

継続事業＞過去実績を検証して，変更した点（ICTの導入，DX等による手続きの簡素化，事業内容見直し，対象者拡大など）また
は，継続としたその主な理由（要綱等の定め，費用対効果が大きい，対象が限定的，地域等との協議に基づく取組など）

「国民健康保険法」などに基づく「自治事務」として位置付けられている。

葬祭費 被保険者の死亡に際し，葬祭執行者に葬祭費を支給し，葬祭に
かかる負担を軽減。

傷病手当金

新型コロナウイルスに感染，または感染が疑われる方で療養のため
働くことができない被保険者に，給与収入見込み額の一部を支給
することで，休業中の生活を保障。
令和2年1月1日から令和5年5月7日までの間で，療養のため労
務に服することができない期間（ただし，入院が継続する場合等は
「支給開始日」の1年6カ月後までを限度。）

別添資料
無

（一覧表／
　　　図面等）

事業の積算根
拠等

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

国保世帯数 被保険者数
6,307 9,118 （単位︓円）

一般被保険者高額介護合算療養費 被保険者の健康保険と介護保険の年間の自己負担限度額を超
えた医療費を償還払いすることによって，被保険者の負担を軽減。

一般被保険者移送費 医師の指示により，緊急やむを得ずかかった移送費用の被保険者
負担を軽減。

出産育児一時金

被保険者の出産に際して手当を支給。
直接支払制度を利用することにより，出産費用を支払う経済的負
担の軽減につながる。
直接支払分との差額の未申請者には申請勧奨を行う。

一般被保険者療養給付費

療養の給付に要する費用額から自己負担分を除いた保険者負担
分を，国保連合会を通じて医療機関に支払うことにより，被保険
者の負担を軽減。人口減少や被用者保険の適用拡大により被保
険者数が減少し，給付費総額は減少。

一般被保険者療養費 被保険者の医療費を償還払いすることにより，被保険者の負担を
軽減。

一般被保険者高額療養費

被保険者の自己負担限度額を超えた医療費を現物支給または償
還払いすることによって，被保険者の負担を軽減。
償還払いについては，対象者に申請勧奨を行い，２度目からは申
請勧奨を行わず給付決定を行い，給付申請の簡素化を図る。

計 － 3,589,634,454 3,789,250,000 3,787,851,000

区分 めざす成果・評価

葬祭費 78 2,340,000 2,550,000 1,950,000
傷病手当金 22 885,739 800,000 1,000

一般被保険者移送費 1 110,276 200,000 200,000
出産育児一時金 26 10,364,650 10,500,000 10,500,000

一般被保険者高額療養費 9,012 441,678,834 460,000,000 480,000,000
一般被保険者高額介護合算療養費 8 95,353 200,000 300,000

3,281,900,000
一般被保険者療養費 2,213 11,615,393 15,000,000 13,000,000

件数 給付費
一般被保険者療養給付費 180,628 3,122,544,209 3,300,000,000

区分
令和4年度実績

令和5年度当初 令和6年度当初



6 年度　三次市 予算事業別審査シート

❶

❷

❸

❹

❺

❶12.委託料（①業務委託料（物件費））　10,413千円
⑴　国保連合会共同電算処理業務委託料　1,554,760円

・医療費通知作成業務委託料　10,000件×37.01円+6,000件×18.18円=479,180円
・国保データベースシステム運用管理業務委託料　10,171人×20.18円=205,250円
・特別調整交付金（結核精神）資料作成支援業務　163,406件×5円+53,300円=870,330円

⑵　レセプト点検業務委託料　180,852件×7,64円=1,381,709円
⑶　医療費適正化業務委託料　7,476,000円

・後発医薬品差額通知　27,000件×27円×6回=4,374,000円
・服薬情報通知事業　3,102,000円

❷18.負担金，補助及び交付金（⑤補助金（補助費））　2,750千円
⑴　三次中央病院保健事業補助金　2,750,000円

❸27.繰出金（①特別会計繰出金）　6,113千円
⑴　君田診療所　へき地直営診療所運営費　6,113,000円

❼その他　14,546千円
会計年度任用職員人件費11,667,000円，旅費171,000円，需用費583,000円，役務費2,125,000円

「国民健康保険法」などに基づく「自治事務」として位置付けられている。

継続事業＞過去実績を検証して，変更した点（ICTの導入，DX等による手続きの簡素化，事業内容見直し，対象者拡大など）また
は，継続としたその主な理由（要綱等の定め，費用対効果が大きい，対象が限定的，地域等との協議に基づく取組など）

生活保護レセプト点検負担金

事業内容
及びその目的
（めざすもの）

本事業は，医療費通知事業，後発医薬品差額通知事業，重複頻回受診・重複服薬者訪問指導事業，結核精神医
療費調査，レセプト点検等医療費適正化事業及び直営診療所施設整備事業を行う。
また，直営診療施設の整備により療養の給付を保障し，疾病等の発生の防止，早期発見による重症化の防止などによ
り，被保険者の健康の保持増進を図り，医療費の適正化を図る。

事業の積算根
拠等

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

別添資料
無

令和6年度
（予定）

特定財源内訳

負担金

県支出金 保険給付費等交付金特別交付金保険者努力支援分14,751千円，特別調整交付金分12,775千円，
県繰入金5,857千円

0

財源区分 補助金・負担金・交付金等の名称

33,383 439

（一覧表／
　　　図面等）

国庫支出金

33,822

245 ／頁 ❽（❻＋❼）事業合計額 ➡ 33,822

歳入に関する
項目

予算額（千円）
（❽）

特定財源内訳（千円）
一般財源（千円）

国庫支出金 県支出金 市債 負担金等その他

＊三次市予算に関する説明書 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 19,276

　　　該当ページ 244 ／頁 ❼その他の節など（上記以外）の合計額 ＊該当なし”0”を挿入 ➡ 14,546

国民健康保険
保健衛生普及経費

事業
(経費)
内の主
たる費

目

12.委託料（①業務委託料（物件費）） 10,413

18.負担金，補助及び交付金（⑤補助金（補助費）） 2,750

27.繰出金（①特別会計繰出金） 6,113

実施計画No,

担当部局・課名 市民部　市民課

事業名 節名称 予算額（千円）

事業区分 継続事業

6 1 1

　　令和 特別会計 当初 NO, 2

款 項 目



6 年度　三次市 予算事業別審査シート

❶

❷

❸

❹

❺

❶12.委託料（①業務委託料（物件費））　80,302千円
⑴　国保連合会特定健診管理システムデータ管理業務委託料　169千円

9,000人×17円×1.1=168,300円
⑵　健康診断，保健指導等業務委託料　80,133千円

・人間ドック・脳ドック委託料（1,300名）　36,633,260円
・総合集団健診（特定健診）委託料（1,550名）　22,454,850円
・個別検診（特定健診）委託料（1,050名+情報提供200名）　10,950,830円
・特定保健指導委託料（200名）　3,417,560円
・健診のしおり作成業務委託料　1,365,000円

 ・特定健診受診率向上対策業務委託料　5,289,284円
・特定健診受診率向上対策事業支援（国保連合会）　22,000円

❼その他　4,795千円
会計年度任用職員人件費2,099,000円，旅費129,000円，需用費645,000円，役務費1,922,000円

（一覧表／
　　　図面等）
継続事業＞過去実績を検証して，変更した点（ICTの導入，DX等による手続きの簡素化，事業内容見直し，対象者拡大など）また
は，継続としたその主な理由（要綱等の定め，費用対効果が大きい，対象が限定的，地域等との協議に基づく取組など）
「国民健康保険法」などに基づく「自治事務」として位置付けられている。
データヘルス計画，健康づくり推進計画にもとづき，特定健診受診率向上のため引き続き健診体制の充実や受診行動につながる受診勧奨
を行う。

事業内容
及びその目的
（めざすもの）

本事業は，40歳以上75歳未満の被保険者を対象に健康診査を実施。メタボリックシンドロームとその予備軍を早期発見
し，対象者の生活習慣を改善するための保健指導を行う。
また，糖尿病等の生活習慣病の発症や重症化の予防を図る。

事業の積算根
拠等

（詳細説明）
事業一覧表／状
況写真／図面等

別添資料

令和6年度
（予定）

特定財源内訳

負担金

県支出金 保険給付費等交付金普通交付金23,685千円，特別交付金保険者努力支援分5,311千円，
県繰入金40,043千円，特定健康診査等負担金16,058千円

0

財源区分 補助金・負担金・交付金等の名称

85,097

無

国庫支出金

85,097

247 ／頁 ❽（❻＋❼）事業合計額 ➡ 85,097

歳入に関する
項目

予算額（千円）
（❽）

特定財源内訳（千円）
一般財源（千円）

国庫支出金 県支出金 市債 負担金等その他

＊三次市予算に関する説明書 ❻（❶~❺の計）　 ➡ 80,302

　　　該当ページ 244 ／頁 ❼その他の節など（上記以外）の合計額 ＊該当なし”0”を挿入 ➡ 4,795

国民健康保険
特定健康診査等事業費

事業
(経費)
内の主
たる費

目

12.委託料（①業務委託料（物件費）） 80,302

実施計画No,

担当部局・課名 市民部　市民課

事業名 節名称 予算額（千円）

事業区分 継続事業

6 2 1

　　令和 特別会計 当初 NO, 3

款 項 目


